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9 月 10 日付で朝日新聞はじめ各紙が次のようなニュース

を報じました。 

『日本政府は、ロシア国内6カ所で経済分野の人材育成な

どを支援してきた「日本センター」をすべて閉鎖すると決め

た。林芳正官房長官が10日の記者会見で明らかにした。』 

この報道によれば官房長官は閉鎖決定の背景について、

『総合的な判断として、歴史的な役割を十分に果たした』と

述べています。 

設立以来 30 年間にわたって現地に密着して両国間の経済

関係の推進を担い、文化交流面で両国の関係を草の根で作っ

てきた日本センターでしたが、この一言であっけなく閉鎖さ

れました。私はこの報道をとても残念な気持ちで読みました。

ウクライナ紛争が始まってから両国の関係悪化によってセン

ターの活動は多くの困難に直面してきましたが、苦難を克服

して持ちこたえてきました。やがて紛争が終結して日ロの政

治・外交関係が正常化する時に経済をはじめ両国の諸分野の

交流発展の足場として残しておくべき組織でした。 

ところで日本センターという組織は一体どのようなもの

だったのでしょう。日本ではあまり知られていなかったかも

しれませんが、むしろロシアの中ではかなり広く知られてい

ました。この紙面を借りて、改めて組織の概要と活動につい

て簡単に紹介したいと思います。 

日本センターとは！ 

ソ連が崩壊して間もなく両国の政府間の合意に基づいて

組織の立ち上げが決まりました。設立の目的はロシアの市場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ビジネス研修セミナーの参加者たちと 

経済への移行を支援することにありました。 

ソ連は1988年から1991年にかけて内部分裂が進んでいま

したが結果としてソ連崩壊をもって 15 の独立国家に分解さ

れました。その中で最大の国は言うまでもなく新生“ロシア連

邦”（以下ロシア）でしたが、誕生と同時にそれまでの社会主

義経済を捨てて資本主義経済に移行しました。しかしロシア

革命以降 70 年間という長期にわたって国家主導で運営して

きたシステムを変えることは容易ではありませんでした。社

会主義計画経済こそがすべての国民が平等に富を分け合える

理想的なシステムであり、資本主義経済は貧富の格差を生み

だす邪悪な経済システムと教えられてきたのですから、“今日

から市場経済体制に移行します”と突然言われても線路のポ

イントのように方向を変えることはできません。そもそも新

しい線路はまだ出来ていなかったのですから。市場経済の経

朝妻 幸雄（日露ビジネスコンサルタント／日ロ交流協会顧問（前会長） 

 

日本政府は9月10日、日ロ友好の象徴となってきた施設である「日本センター」について、ロシア全土6か所すべての

閉鎖を決定したと発表しました。日本センターは、ソ連邦解体後、ロシアの市場経済改革を支援する目的で1994年からモ

スクワやウラジオストクなどに設置され、経営セミナー、日本語講座、ビジネス交流などを通じて人材育成を促進し、日

ロ関係の改善と緊密化に貢献してきました。しかしながら、22年 2月のウクライナ侵攻を受けて、日本センターの活動は

縮小され、日本語講座とロシア所在日本企業への支援事業以外は、原則見送りとされてきました。本年 1 月にロシア政府

が日本センターに関する政府間覚書を終了させると発表したことや、最近ロシア内務省がウラジオストク日本センターに

立ち入り検査を実施したことなど、活動の制約が強まったことが閉鎖の理由だと説明されています。残念なことです。 

日本センターの閉鎖は、日ロ関係の今後の維持・改善にとって大きな損失とならざるを得ません。モスクワおよびサン

クトペテルブルグの日本センター所長を歴任された朝妻幸雄氏に、日本センターが果たしてきた役割やその活動内容、今

後について寄稿していただきました。（編集部） 
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験も知見もゼロでしたので運営方法を知る人はいません。必

然的に経済は行き先を失い脱線しました。激しいハイパー・

インフレや無秩序なマフィア経済が横行するダッチロール状

態に陥りました。 

そこで冷戦に勝利した西側各国は新しい仲間となったロ

シアに対して、上から目線ながらも鷹揚に支援の手を差し伸

べることにしました。旗頭であった米国はハーバード大学の

ジェフェリー・サックス教授を派遣して、当時 35 歳の若さ

で経済担当副首相に抜擢されたエゴール・ガイダール氏を中

心に急進的経済改革を指導しました。しかし一向に立ち上が

ることができず混乱の度合いはますます深みにはまっていき

ました。 

その頃日本政府はロシアの市場経済改革支援の一環とし

て輸出入銀行（現在の JBIC）を通して人道支援枠と称する

融資システムを策定して物資や資材の提供を行うと共に、市

場経済下における企業経営などの教育を行う制度を決定した

のでした。後者を実現するために日本外務省は支援委員会事

務局を立ち上げて日本センターを設立しました。1994年のこ

とでした。 

ロシア経済を担い、日露経済関係の発展に資すると期待さ

れる人材を育成することが目的でした。これによってロシア

の各都市に日本センターが順次開設されていきました。モス

クワを本部としてハバロフスク、ウラジオストク、サハリン、

サンクトペテルブルク、ニジニー・ノヴゴロドと６都市に全

部で７つのセンターを開設しました。（当初モスクワには指導

すべき企業数が多いことからモスクワ大学とプレハーノフ経

済大学に二つの日本センターが開設されましたがその後に統

合されたので全部で６センターになりました。） 

それぞれの日本センターの所長には主として商社などで

ロシアでの勤務経験を持ち、ロシア語を理解するエキスパー

トが派遣されました。ロシアの企業と円滑にコミュニケーシ

ョンをとることが必要だったためです。各センターには日本

人スタッフ、ロシア人スタッフが配置されて真剣に業務に取

り組みました。そこには一般財団法人日本国際協力センター

（JICE）や IFA（国際フレンドシップ協会）などが大きな力

を貸してくれました。 

経営セミナーにおける学習テーマ： 

日本センターでは経営セミナーを常設的に実施し、市場経

済の運営方法を知らないロシアの若い企業家たちに対して日

本で蓄積されてきた経営ノウハウを直接伝授することにした

のです。主な講座のテーマは経営、金融、貿易、マーケティ

ング等の分野でしたが具体的講座名は品質管理、人事労務管

理、中小企業、看板方式（トヨタシステム）、顧客満足、運輸・

物流等々多岐に及びました。講師として日本の企業や大学な

どから各分野の専門家が派遣されました。テーマによっては

所長がレクチャーを行うこともありました。 

受講した経営者やマネージャーたちは、これらのテーマの

授業を通して市場経済下での企業運営、競争力、ビジネスモ

ラルなどを学び、その後の自社の企業運営におおいに役立ち

ました。過去の計画経済では重視されていなかった内容でし

た。授業は教室における座学だけにとどまらず、更に日本で

の OJT という形でも行われていました。レクチャーの最終

日にテストを実施してそこで優秀な成績を収めた受講生には

訪日研修で更にブラッシュアップする機会が与えられていた

のでした。旅費は全額日本側の負担でした。 

当時ロシア企業や個人にとって訪日は容易でない環境に

ありましたが、両国のお墨つきでの訪日の機会は大きなイン

センティブになり、競争力も高いものになりました。それだ

けに優秀な受講生が集まってきたのです。みんな熱心であり

吸収力も抜群でした。2019年までの間に約45,000人のロシ

ア人企業家がロシアでのセミナーを受講し、そのうち累計で

数百名が日本を訪問して、企業のオフィスや工場の現場で追

加的な教育を受ける機会が与えられたのです。彼らは日本で

学んだ知識を生かして自社の経営改革を押し進めることがで

きたのです。中には学んだことを活かして会社を立ち上げた

人も少なくありません。 

ロシア政府の対応 

当時ロシア政府としても西側の経済システムを一日も早

く習得して将来の経済発展に資する基盤を作ることが重要な

国家課題であったので大統領府の肝いりで日本センターとの

協力が勧められていました。その名も“大統領プログラム”と

命名されて西側の経験に学ぶ受け入れシステムができました。

それは「企業経営者養成計画」として毎年カリキュラムを含

む実行計画が策定されました。更に経済発展省の中にロシア

経営者養成委員会が組織され、各連邦管区の中にもその支部

ができました。こうして全ロシアを網羅的に西側に学ぶ体制

が整えられたのです。この教育システムでは特に日本とドイ

ツが最も貢献していました。 

2000 年にプーチン氏が大統領に就任してからは西側の支

援による企業教育が一層強化されました。因みにプーチン大

統領の右腕として要職を歴任してきているセルゲイ・ナルイ

シキン氏は格別に熱心であり、日本センターの事業に対して

謝意を表明し、同窓会との会合にも出席して参加者たちを激

励しました。筆者も同氏とは直接打ち合わせの機会を持って

きました。 

基本的に受講生は申請書に基づいて所長が決定していま

したが、数名は連邦管区の経営者養成委員会や地方支部から

も推薦があり、所長はその人物の所属企業や個人の資質を審

査して受講の可否を決めていました。 

なお、レクチャーは日本センターだけでなく、上述した経

営者委員会支部のある都市にも出向いて行うこともありまし

た。いわばレクチャーの出前ですが、《出張講座》と称して広

いロシアの各地の企業にも経営ノウハウを指導すると共に潜

在的ビジネスパートナーを養成してきたのです。 
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日本センターの同窓会について 

それぞれの日本センターには訪日研修を受けて帰国した

ものたちを対象とした同窓会というものが組織されていまし

た。同窓会員たちは日本の経営の現場で学習しただけではな

く、帰国後も日本のパートナーとの間でビジネスや事業を始

めたものが少なくありません。同窓会は日本センターの財産

であるだけでなく、日本ビジネス界の貴重なパートナー団体

でもありました。その後会員たちは日ロ関係の貿易や各種経

済協力が発展する核になっていったからです。 

更に『日露貿易投資促進機構』の枠組みの中、両国の経済

関係を強化するため積極的に活動を開始しています。そうし

た枠組みの結果として徐々に成果があがり、同時に近年両国

の貿易量が増えつつあるのは誠に嬉しいことです。特に2006

年以降は輸出入ともに順調に増加して2013年には350億ド

ルを記録しました。しかしその後はクリミア併合の折に日本

を含む西側諸国によるロシアへの経済制裁がはじまり収縮し

ていきました。 

日本語教育 

 日本センターにはもう一つ非常に重要な側面がありました。

ロシアのビジネスマンたちに対する日本語教育です。日本語

を通じて円滑に意思の疎通を図ることは、ビジネスの推進だ

けでなく両国民の相互理解を深めるために大変重要です。具

体的な例をあげると例えばサンクトペテルブルク日本センタ

ーでは、日本語講座に常時150名のビジネスマンを受け入れ

ていました。受講生たちは昼間の仕事の後に日本語を勉強出

来る環境を整えていました。彼らの日本語学習意欲は非常に

高く、習熟ぶりは眼を見張るばかりでした。日本語は初級ク

ラス、中級クラス、専門課程とそれぞれが１－２クラスあり

多くのロシア人が学んでいました。授業は夕刻から始まりま

す。職場で仕事を終えてから日本語を学びに日本センターを

訪れるためです。それだけに熱心であり、ベテランの教師陣

も一生懸命に教

えていました。 

付け加える

なら日本語講座

は日本語の習得

だけにとどまり

ません。文化交

流の面でも大き

な役割を果たし

てきました。日本語を学んだ受講生たちは文化行事である“日

本の春”や“日本の秋”に積極的に参加をして日本の伝統的文

化に親しんできました。そこには大人だけでなく、多くの子

供たちをも含めて日本の折り紙、季節ごとの伝統行事、着物

の着付けなどに親しんできました。日本語教育は日本ファン

の層を厚くすることに貢献してきたのです。 

サンクトペテルブルグにある広大な国立植物公園には日

本庭園がありますが、そこには日本の茶室が建設されていま

す。この茶室は島根県の石州瓦や京都の聚楽壁を使った本格

的なものです。実はこの建設にあたっては日本センターが助

言をすると共に、建材の輸入の手続きなどを行ないました。

ここには毎年5月ごろになると多くの市民が訪れて日本から

運ばれた桜や牡丹の花を愛でています。また書道や武道など

の実演が行われています。（写真参照） 

その他の活動： 

上述の通り日本センターは外交関係で拾いきれない諸方

面で日ロ関係推進のために活動をしてきました。たとえば日

露両国における産学合同を視野に捉えて、両国の大学間の提

携、企業と大学間の交流の推進にも努めてきました。一般に

ロシア人は学習意欲が高く、政府も大学も留学を含む教育制

度を強化してきました。そうした中で隣国日本への留学熱も

年々高まっています。ウクライナ紛争勃発後は相互の留学生

の数は縮小しましたが、熱意は衰えていません。大阪大学は

サンクトペテルブルグ国立大学との間で交換留学制度を含む

提携関係にありますが、ここに至るまでに日本センターが提

携前にサンクトペテルブルグ大学との間で橋渡しを行ない、

調印式に向けてもアレンジを手伝ってきた結果でもありまし

た。 

ビジネスマッチング 

その他にも日本センターにはビジネスマッチングという

重要な任務がありました。両国間のビジネスを推進すること
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でした。ロシアのビジネスについて経験がない多くの日本の

企業が訪ロして、新たにビジネスを始めるにあたって日本セ

ンターがロシア企業の紹介をしました。結果として日本企業

は安心して取り組めるロシアの取引先と知り合うことができ

て新しいビジネスの取り組みを始めることができました。そ

の結果市場が開拓されて日ロ間の貿易は幅が広がってきまし

た。この活動によってロシアだけでなく多くの日本の企業か

ら感謝の言葉を頂いてきました。 

 

現在日露間の政治関係は極度に悪化しています。我が国は

欧米諸国と足並みを揃えてロシアに経済制裁を科しています。

対するロシアは反発して日本を欧米諸国と同様に非友好国に

指定しました。地政学的変化に端を発した両国の外交関係に

おける激震は当然のことながら経済分野に強いマグニチュー

ドの破壊をもたらしました。それは日本の経済界にも日本に

とっても大きなマイナスになっています。 

更に追い打ちをかけるように起きたことが日本政府によ

る日本センターの閉鎖決定でした。勿論ここに至るまでには

紆余曲折がありました。前段として今年１月にロシア政府が

日本との間で交わした日本センターの運営に関する覚書の適

用を終了すると発表したことです。言うまでもなく日ロ関係

の悪化が原因です。日本政府による経済制裁に対してロシア

は強く反発をして日本を非友好国に指定するに至りました。 

しかし長い歴史の中では現在の状況は一時的な異常な状

態であって、決して長くは続くものではありません。両国が

関係を修復し再構築する時が近く到来します。その時に民間

ベースでの復活の足掛かりとなるのが日本センターによって

築かれてきた民間ベースの関係です。日本との交流を強く望

んでいる同窓会のメンバー達もその土台になります。彼らは

昨今のビジネスが極めて困難な中にあっても、日本の友人た

ちとの交流を大事にしています。 

今般日本センターが閉鎖されて、歴代の全日本センターの

職員たちが心血を注いて作り上げてきたものがリセットされ

てしまいました。しかし日本センターが作ってきた成果と友

好関係は決して過去のものにしてはいけません。これまで積

み上げた成果は両国間の経済関係推進のための硬い基盤とな

って活きていくはずです。ロシア各地に居る日本ファンやビ

ジネスパートナーが日本との交流を強く望んでいるからです。 

一例としてハバロフスク日本センターではビジネスマン

クラブが設立されていますが、彼らは政治環境の変化に左右

されることなく現在も自費で訪日して企業訪問を繰り返して

いて、学びを続けながら新しいビジネスの構築を目指してい

ます。 

林官房長官は日本センターが歴史的役割を果たし終えた

と述べたということですが、私は日本センターの本当の役割

はこれから始まると思っています。どういう形であれ、日ロ

間のビジネス、文化、日本語教育がなんらかの形で継承され

ていくことが重要と考えています。 

おわりに 

ロシアは隣国です。宗谷岬からサハリンのクリリオン岬の

先端まではわずか 43 ㎞、マラソン選手が走って３時間以内

で到達できる距離にあります。そのロシアには地下資源をは

じめ日本に無いものが沢山あります。ロシアにとっても日本

から得ることができる経験やノウハウがあります。双方の人

口はそれぞれ一億を超えていて、きちんと経済交流ができれ

ば市場を倍に拡大できます。つまり絵にかいたような相互補

完関係にある隣国同士です。国益を真剣に考えるなら現状で

満足できる筈がありません。 

隣人との付き合いほど難しいものはないと言われますが、

隣国なら多少の問題があってもきちんと話し合ってお互いに

助け合う関係を作ったほうがいいに決まっています。遠い親

戚よりも近くの隣人です。ロシアの人たちは日本が大好きで

す。 

日本は政治的理由で欧米との関係を優先して隣国との関

係を犠牲にしてきた 80 年の歴史があります。今こそリセッ

トすべき時期にきています。それが長い目で見た国益です。 

 

 


